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研究成果の概要（和文）：近年、年金をはじめとする世代間問題が緊急性の高い重大な社会問題

の１つとなっている。本研究では、くらしと仕事に関するパネル調査等、各種の実態調査を実

施して世代間問題の内実を的確に把握した一方、経済理論を駆使して世代間問題の本質をえぐ

りだした。そして世代間対立を世代間協調に転換するための具体的アイデアを提示した。 

 
研究成果の概要（英文）：This project made both theoretical and empirical analyses of 

intergenerational issues from an economic point of view. It deepened conceptual understanding of 

intergenerational equity, clarified current and future intergenerational situations of economic well-being, 

examined cohort-by-cohort motivations to mitigate intergenerational conflicts, and provided solid policy 

recommendations, by conducting several surveys including the Longitudinal Survey of Employment and 

Fertility (LOSEF). 
 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：経済学・経済政策 

キーワード：世代間、衡平性、年金、雇用、医療、介護、子育て、教育、技術革新 

 

１．研究開始当初の背景 

近年、世代間で利害が対立する問題（年金・
医療・雇用・子育て・教育・技術革新・赤字
財政・地球温暖化など）が続出している。人
口高齢化が進んだり人口が減少したりすると、
世代間対立はますます先鋭化するおそれが大
きい。世界の各国は場当たり的ともいえる対
応に追われており、強大な政治力を有する高
齢者に過大な所得再分配が行われ、それによ
ってもたらされる資源配分上の悪影響を心配
する声も少なくない。さらに世代間問題は、
それぞれが重層化している側面もある。 

ただ、世代間問題をめぐる研究の進展状況
は今のところ十分でない。問題の設定そのも
のが比較的新しい一方、関連するデータがほ
とんど蓄積されていないからである。 

 

２．研究の目的 

本研究では、経済理論を駆使して世代間問
題の本質をえぐりだす一方、第３回「くらし
と健康の調査」（JSTAR）および、雇用と子育
てに焦点をあてた青壮年層対象の「くらしと
仕事に関する調査」（LOSEF）、の２つのパネ
ル調査をはじめとする各種の独自アンケー

トを実施し、世代間問題の内実を的確に把握
する。そして世代間対立を世代間協調に転換
するための政策を具体的に提言する。 

 

３．研究の方法 

個別課題ごとに研究班を編成し、理論的研
究と実態調査に取りくんだ。さらに、連携研
究会を年度ごとに数次にわたって開催し、メ
ンバー相互の連携を深めながら研究を推進
した。 

 
４．研究成果 
第３回 JSTAR を実施した後、第１回および

第２回 LOSEF を設計・実施した。 
研究期間中の５年間に主要な国際会議を

９回、開催した。そのうち、日本への招致に
初めて成功した国際パネルデータコンファ
レンス（第 20 回総会、2014 年７月、東京開
催）における報告論文は 100 点、参加者数は
180名であった。 
  研究期間全体を通じて英文研究書７冊、和
文研究書 27 冊、論文 211 本（そのうち査読
つき論文は 86本）、ディスカッション・ペー
パー168 点、を刊行した（刊行予定を含む）。
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学会・研究会報告は合計で 178件、そのうち
招待講演は 62件に及んでいた。 
  本研究で得られた新たな知見等は次のと
おり（サプライズを含む主要なもののみ）。 

(1) 日本では学校や大学を卒業した直後に
正社員として入社した人の初職からの早期
離職が年々増大している。たとえば、2011 年
４月時点における年齢階層が 30～34 歳層
であった男性の場合、初職入職後から６年以
内に半数が初職企業から離職していた。 

(2) 日本では、初職が非正規の場合、その
後の正規への再就職は年々厳しくなってお
り、65 歳以降の年金受給見込額も低くなる
おそれが強い（バッドスタート、バッドフィ
ニッシュ）。 

(3) 2011 年４月時点で 30～34 歳層に位
置していた男性正規ホワイトカラーの生涯
賃金は親の世代より実質で２～３割低下す
るおそれがある。 

(4) AIJ 事件で明らかになったように、積
立方式の年金は投資リスクが大きい。ちなみ
に、日本では積立不足や元本割れに苦悩して
いる積立型年金が少なくない。賦課方式下の
年金を縮小・廃止して積立方式の年金に切り
かえても、新たな苦難が待ち構えており、年
金問題の全面解決にはならない。 

(5) 2014 年の年金財政検証結果によると、
日本の公的年金財政は当分の間、破綻しない
が、給付水準は大幅に下がる。とりわけ基礎
年金水準は将来、３割減となり、１人あたり
手取り月額は３万円台（現在の賃金価格表
示）まで低下する恐れが強い。 

(6) JSTAR データによると、50歳代におい
て雇用者であった場合、日本では年金受給を
開始すると、徐々に仕事を辞めたり労働時間
を短くしたりしていく人が多い。ただ、働き
続ける人は年金受給開始後も、もっと働きた
いと考えている。一方、50歳代において自営
業であった人は年金受給開始後も仕事を辞
めず働き続けるが、同時に働きすぎだと感じ
ている。これに対し、HRS を用いて分析する
と、米国では年金受給開始と同時に仕事を辞
めたり、労働時間を減らしたりする傾向にあ
る。年金受給後も働き続ける場合、働きすぎ
だとか、もっと働きたいとは感じていない。 

(7) 日本では厚生年金の支給開始年齢が１
年遅れると、人びとは受給開始予定年齢をち
ょうど１年遅らせる。これは欧米とは異なる
対応である。 

(8) 主観的時間割引率の差異が年金加入者
間に存在する場合、時間非整合的な年金運用
の結果、加入者総所得の 14％以上が無駄にな
る可能性があることを実証的に示した。なお、
この発見は現地調査における評価コメント
への対応の中で得られたものである。 

(9) 労働市場の「世代効果」（学校卒業時点
が不況だった世代は入職時点のみならず長

期にわたって賃金が低く、正規雇用の機会も
得にくく、かつ離転職を繰り返しやすいこ
と）を検証し、その結果を精緻化した。とく
に、日米の労働力調査を比較し、日本の低学
歴層ほど世代効果の影響を受けやすいこと
を発見した。 

(10) 20～59 歳の未婚無業者（在学中を除
く）のうち、ふだんずっと一人でいるか、家
族としか交流を持たない「孤立無業者」を初
めて定義し、その実態解明と政策提案に努め
た。そして、若年の無業世代ほど孤立化する
傾向が強まっていることや、親世代の庇護が
ある孤立無業者ほど就業活動や就業意欲が
抑制されていること、等を明らかにした。 

(11) 東日本大震災が世代間雇用問題にも
たらした影響を実証分析するため、総務省統
計局が 2012 年に実施した「就業構造基本調
査」を特別集計し、検証した。その結果、①
震災によって仕事への影響が約 570 万人に
生じたこと、②震災によって離職もしくは休
職する傾向は主に若年世代に集中していた
こと、③離職・休職した後に無業を継続する
傾向は高齢世代で強かったこと、若年世代に
おいても震災を契機に非労働力化する傾向
が一部で生じていたこと、等がわかった。 

(12) 世代間を中心とした労働時間配分に
関する研究成果を山本勲・黒田祥子著『労働
時間の経済分析 超高齢社会を展望する』
（日本経済新聞出版社、2014 年）として刊行
した。同書は 2014 年度の日経・経済図書文
化賞を受賞するなど、高い評価を得た。 

(13) LOSEF インターネット調査によると、
日本では解雇後１年以内に正規職に就いて
も直後の月収は約 22％減少する。さらに、解
雇後４年が経過しても月収は 16％ほど低下
したままであった。くわえて、15～18 歳のと
きに親が解雇されると、その子どもが大学に
進学しない確率は８％程度高まる。 

(14) LOSEF を用いて、1950年代生まれか
ら 1970 年代生まれまでのコーホートについ
て雇用およびマクロ経済環境が初婚におよ
ぼす影響を生存分析で解明した。それによる
と、男性の初婚のもっとも重要な促進要因は
正規雇用であり、非正規の場合は、学生と同
じレベル（４～５割減）、自営業も２～３割
減となる。これに対して女性の場合、学生を
除けば、雇用の影響はそれほど大きくなく、
非正規であれば、むしろ確率が１割高くなる。
さらに、失業率の１％上昇は男女ともに１割
近いマイナスの影響を及ぼす。 

(15) 日本では父親がフレックスタイム制
のような柔軟な働き方をすると、母乳育児が
多くなり授乳期間も延びることを LOSEF で
確認した。また、子どもが１歳になる前に母
親が仕事に復帰すると授乳期間が短くなる
ことも判明した。 

(16) 日本では、第２次大戦後の高度成長
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期において、ほとんどすべての人が結婚し、
離婚もほとんどしないというライフスタイ
ルが定着していたが、1980年頃を境に、結婚
しない人の割合が増え、３組に１組は離婚す
るというように、結婚・離婚行動が大きく変
化した。その結果、家族の形態が大きく変容
し、高度成長期に確立された社会保障制度が
十分機能しなくなる恐れが生じている。 

(17) 生活満足度は健康感とは異なり、短
期的な所得の落ちこみには反応しないとい
う、一種の歯どめ効果（ratchet effect）を持つ
ことを析出した。 

(18) 10 歳代に出産した母親は無配偶とな
る確率が非常に高く、他の母子世帯に比べて学
歴が著しく低いこと、子どもの状況（健康状況、
成績）が悪いこと、等を実証的に確認した。 
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